
いいえ

いいえ

納税証明書を提出できる 対象外
はい いいえ

いいえ

保健所の許可書（必要となる食品関係許可）を提出できる
（飲食店営業許可書に記載されている名義と申請者の名義は同じ。異な
る場合はホームページのQ&A参照）

対象外

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

業態転換支援事業　簡易確認シート

※あくまで簡易版の確認となります。詳細については、必ず募集要項とQ&Aをご確認ください

はい

はい

登記簿謄本（履歴事項全部証明書）に東京の本店または支店が登記され
ている
※個人の場合は「個人事業の開業・廃業等届出書」を提出できる

はい

対象外

直接委託・契約する先は、生業かつ主要業務とする業者である（※生業
や主要業務としていない業者、知人、友人などからの購入は対象外。）

はい

都内で、飲食可能なスペースを有する飲食業を営み、当事業が規定する
中小企業者に該当する

はい

税務署の受付印のある直近1期分の確定申告書の写しが提出できる（※１
期に満たない方は募集要項参照）

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象となります。　申請いただく前に、募集要項及びホームページ上に
よくあるご質問（Ｑ&Ａ）をご覧ください。

助成対象期間内に契約・実施・支払いが完了できる（例：クレジット
カードによる支払は助成対象期間中に銀行口座からの引き落としが確認
できる場合のみ認められます。）

はい

助成対象経費は新たな業態転換を行ううえで必要な経費である（※書類
に基づく審査がベースとなりますので、事前のお問合せでは正確な判断
はいたしかねます。）

はい


